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は   じ   め   に

　近年，農業を取り巻く環境は大きく変化している．
なかでも，我が国人口の少子・高齢化の急速な進行と
その下での農業生産者の著しい高齢化および後継者不
足，食のグローバル化の進展と国内農産物価格の長期
的な低迷化，異常気象や鳥獣害の頻発による農業生産
者の生産意欲の低下，さらに，不耕作・遊休農地の拡
大等，多くの問題が顕在化しており，農業生産および
農業経営を取り巻く環境は厳しさを増している（小田
ら　2013）．
　「2010年世界農林業センサス」1 の結果を見てみると，
農業経営体数は167.9万経営体となっており，5年前
に比べて16.4％減少している．また，販売農家の農業
就業人口は，2005年には335.3万人であったが，2010
年には260.6万人へと22.3%減少し，平均年齢は65.8
歳となっている．
　その一方で，会社等による農業経営体は増加してい
る．組織形態別にみると，法人化している農業経営体

数は2.2万法人となっており，5年前と比べて0.2万経
営体（13.0％）増加している．このうち株式会社（特
定有限会社含む）は6割を占めており，過去5年間で2
割増加している（南石2012）．加えて，近年の新たな
動きとして注目されている農業経営体が取り組む農業
生産関連事業（いわゆる6次産業化）の状況について
みると，農産物の加工に取り組む農業経営体数は3.4
万経営体と，5年前に比べて42.9％増加している．ま
た，販売金額別に農業経営体数の増減を見てみると，
1億円以上の経営体数は5年間で9.5%増加しているの
に対して，販売金額1億円未満の経営体数は減少して
いる．この点に関して南石（2013）は，事業としての
農業経営の維持・発展には，一定以上の経営規模（ビ
ジネスサイズ）が必要になってきていることを指摘し
つつ，今後，農業法人経営は，我が国における主要な
農業経営形態の一つとなる可能性について述べてい
る．
　これまで，農業経営体における事業展開や経営管理
などに関する研究としては，日本農業経営学会（2011）
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 1	「2015年農林業センサス」の結果を見てみると，農業経営体数は 137.5万経営体となっており，5年前に比べ
18.1%（30.4万戸）減少している．販売農家の農業就業人口は 209 万人であり5年前に比べて 51.6万人（19.8％）
の減少となっている．農業就業人口の平均年齢は 66.3 歳となり，65 歳以上が占める割合は63.5％となっている．

　　法人化している農業経営体は2.7万経営体となり，5年前に比べて25.3％増加している．特に，組織経営体の法
人経営数は2.3万経営体で，5年前に比べて 33.4％増加しており，組織経営体に占める法人経営の割合は 69.1％
となっている．法人経営の内訳を見てみると，会社法人数は1.7万経営体，農事組合法人数は0.6万経営体となり，
5年前に比べてそれぞれ27.6％，53.1％増加している．
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や小田ら（2013・2014），南石ら（2016）に成果がま
とめられているが，これらの研究は事例研究の成果が
主体である．全国的な規模で動向を明らかにした研究
と し て は， 木 村（2008） や 南 石 ら（2013・2014・
2016），Kinoshita and O'Keefe（2014），Kinoshita et 
al.（2015），木下・及川（2015）などの先行研究があ
るが，その蓄積は少ないのが現状である．木村（2008）
は，農業経営の企業形態別経営者能力を分析しており，
経営規模が専従者10人，販売金額が3億円に満たない
経営においては，企業者能力および適応者能力に比べ
て管理者能力が相対的に低く，経営目標を実現する観
点から問題があること，またその程度は経営規模ごと
に異なることを指摘している．南石ら（2013・2014）
では，全国アンケート調査結果を用いて，農業法人経
営の事業展開と人材育成の実態を経営規模別に明らか
にしている．さらに南石ら（2016）では，全国アンケー
ト調査結果を用いて，農業法人経営におけるICT活用
の費用対効果やTPPへの対応策に関する経営者意識
を明らかにしている．Kinoshita and O'Keefe（2014）
およびKinoshita et al.（2015）では，オーストラリア
と日本の水稲作経営の経営管理状況についてアンケー
ト調査結果を用いて分析している．分析の結果，オー
ストラリアの経営ではすでに企業形態の段階に達して
おり，日本の経営と比べると経営者能力といった人的
資源の点で優れていることを指摘している．さらに木
下・及川（2015）では，水田農業経営を対象に「農業

“経営”革新の実現に向けて，土地改良事業によって，
何が解決され，何が未解決のままか」といった課題に
対して，土地改良事業の基盤整備状況別の経営者能力
および企業化水準等を分析している．分析の結果，土
地改良事業の整備済地区は，市街地周辺および農村部
で基盤整備が未整備の地区の経営体と比べ，経営規模

（ファームサイズおよびビジネスサイズ）は大きく，法
人化に積極的であること，また，そうした経営体は法
人化に伴って，「時間的自立」および「経済的自立」の
側面で企業化の枠組みを整えつつあることを明らかに
している．その一方で，未解決な課題として，全体を
通じて，情報管理やICT通信機器などの経営管理基盤
整備が遅れていることを指摘している．
　しかし，これらの研究では，経営管理の実態や経営
者意識に関する分析は行われておらず，また売上高の
現状や将来の売上高目標との関係についても考慮され
ていない．ただし，これらの関係性に関して，山田ら

（2014）では，農業法人経営における経営管理と売上
高・売上高目標との関係について単純集計およびクロ

ス集計分析による予備的分析を行っている．そこで本
稿では，農業法人経営を対象に，経営管理および事業
展開に関する実態と経営者意識を明らかにし，経営規
模との関係について統計的分析も踏まえ検討すること
を目的とする．具体的には，経営管理に関する意識・
認識を計る指標として経営管理の文書化導入率，経営
者意識（経営における「強み」・「弱み」），事業展開（6
次産業化）を，経営規模を示す指標として売上高を取
り上げ，それらの関係を明らかにする．これにより，
農業法人経営における事業展開，経営管理と経営者意
識に関するに有益な基礎的知見が得られると考えられ
る．

調査方法および分析視角

1．アンケート調査の対象および方法
　本稿では，九州大学農業経営学研究室が実施した全
国の農業法人経営者に対するアンケート調査を用い
る．このアンケート調査では，日本農業法人協会等の
HPで公開されている会社名や文献等に記載されてい
る会社名から各会社のHPを独自にWEB検索・特定
し，その内容から把握・整理を行った．調査依頼書お
よびアンケート調査票は，これらの整理を基に住所等
を特定できた1716法人に調査票を送付し，429の有効
回答を得た（回収期間：2013年8月31日～ 10月24日，
回答率：25%）．
　アンケート調査票の内容は，農業法人経営における
事業展開，人材育成，IT活用など，A4サイズ7ペー
ジ大問18項目で構成されている．問1 ～ 3は各法人の
基本的な事業内容や方針について，問4 ～ 6は人材育
成やIT活用について，問7 ～ 9は事業展開や経営戦略
の展望について，問10 ～ 13は事業展開に必要となる
資金の調達方法について，問14 ～ 15はTPPに関する
考えについて，問16 ～ 17は各法人の代表者に関する
設問について，問18はアンケート調査への関心につい
てである．
　本稿では，これらのアンケート回答のうち，「水稲」

「露地野菜」「施設野菜」「畜産」の4作目を取り扱って
いる法人（合計279社）を分析対象とする．なお，本
稿では全回答を分析対象とするが，設問によって有効
回答数は異なる．

2．分析視覚および項目
　本稿では，農業法人経営における事業展開と経営管
理および経営者意識との間に一定の関連性があるとの
仮説を設定する．以下では，本稿における分析の視角
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について述べていく．なお，事業展開には，作目（取
り扱い農畜産物），経営規模（売上高・売上目標），6
次産業化事業などが関連している．
　第一に，取り扱い農畜産物別に農業法人経営の経営
規模と経営管理の文書化導入率との関係を明らかにす
る．分析手法としては，一元配置分散分析後，Tuke-
kramerのHSD多重比較を用いて検定を行った．農業
経営の規模指標としては，ファームサイズ（経営面積
や飼養頭羽数）とビジネスサイズ（売上高）が代表的
な指標であるが，現代の農業経営においては物理的な
生産量そのものよりも付加価値を向上させることが重
要であると南石ら（2013）は指摘しているため，本稿
においてもビジネスサイズ（売上高）に着目する．本
稿では，分析対象法人の現状の売上規模を「1億円未
満」「1億～ 3億円未満」「3億円以上」に区別し，区別
する基準として「1億円」と「3億円」を設けた．「1
億円」を基準としたのは，先に示した「2010年世界農
林業センサス」の結果において，農業経営体数が増加
しているのは，農産物の販売金額が1億円以上の層で
あったためである．また「3億円」に関しては，日本
農業法人協会（2012）が実施した調査（有効回答数
875）の結果，2011年の農業法人経営の平均売り上げ
が2.6億円であったためである．
　経営管理の領域に関して，南石（2011）は，生産管
理，販売管理，財務管理，人的資源管理の4つに区分
しており，経営目的を効果的に達成するためには，ど
の管理領域においても戦略的マネジメント，戦術的マ
ネジメント，作業統制・統制という経営管理の三次元
が欠かせないことを指摘している．本稿では，これら
の領域に関連する項目として以下の11項目を設定し
た．それらは，①経営理念，②経営方針・経営戦略，
③中期の経営計画，④単年度の経営計画，⑤組織図，
⑥就業規則，⑦辞令（採用・昇格など），⑧給与明細，
⑨労働契約書，⑩労働基準監督署への届出，⑪36協定
締結（労働基準監督署へ届出）の11項目であり，農業
法人経営内で文書化・届出されているか否かの回答を
してもらった．アンケート調査の質問に際しては「文
書化・届出されているものについて」との文言であっ
たが，本稿では，「経営管理の文書化導入率」と表記
する．
　なお，「取り扱い農畜産物」に関しては，当該経営
において取り扱っている農畜産物（直近決算において

売上があるもの）ごとの分析を行うが，これはいわゆ
る「営農類型」とは異なるので留意されたい．
　第二に，10年後の売上目標と経営管理の文書化導入
率との関係を明らかにする．ここでは売上高が1億円
未満の農業法人経営に焦点を当て分析を行う．分析に
際しては，10年後の売上目標として，①現状維持，②
1 〜 2倍，③3倍以上に区分し分析を行う．
　第三に，取り扱い農畜産物別に農業法人経営の経営
規模と経営者意識との関係を明らかにする．本稿では，
以下に示す12項目に対する農業法人経営の「強み」と

「弱み」を把握することにより経営者意識を明らかに
する．それらの項目は，①生産・加工技術，②販売・
マーケティング，③生産管理・経営管理，④財務体質，
⑤取引先・地域の信頼・ブランド，⑥新商品新技術開
発，⑦リスク管理，⑧ICT活用力，⑨人材育成，⑩経
営戦略・ビジネスモデル，⑪経営理念・ビジョン，⑫
社長のリーダーシップ・実行力，である．それぞれの
項目において競合他社と比較して「優れている」から

「劣っている」までの5段階を設定し，自己評価をして
もらった．なお，分析においては先の第一の分析視角
同様，一元配置分散分析を行った後にTukey-kramer
のHSD多重比較による検定を行った．
　第四に，6次産業化と経営者意識との関係を明らか
にする．本稿では，6次産業化事業として，①農畜産
物の加工（食品製造など），②直接販売（直売所・小
売店の運営，ネット販売など），③飲食（レストラン，
カフェなど），④観光農園（体験型農場・農業研修・
農村交流施設など）を取り上げ，t検定を用いて取組
み状況と経営者意識との関係を明らかにした．
　なお，これらの分析に関しては，すべてSPSS22.0
を用いた．

結  果  及  び  考  察
　
1．売上高と取り扱い農畜産物
　図1は，農畜産物別の売上高の分布を示したもので
ある．取り扱い農畜産物別の回答法人数は，水稲が
125社と最も多く，露地野菜が101社，畜産が95社，
施設野菜が85社となっている 2．取り扱い農畜産物に
関する有効回答数は279であったが，複合経営（複数
回答）の法人があるため，延べ選択数は406となり有
効回答数に一致しない．
　水稲の売上高を見てみると，売上高5,000万円未満

 2	水稲および露地野菜を取り扱っている法人において売上高が無回答であった法人がそれぞれ1社あったため，本
分析からは削除している．
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の経営が29.6%である一方，1億以上が42.4%，3億円
以上が8.8%となっていた．露地野菜に関しては，売上
高5,000万 円 未 満 の 経 営 が17.8 %，1億 円 以 上 が
53.4%，3億円以上が15.8%となっていた．施設野菜
では，売上高5,000万円未満の経営は17.6%であり，1
億円以上が52.9%，3億円以上が15.3%となっていた．
畜産は，売上高5,000万円未満の経営は6.3%である
が，1億円以上は85.3%となり，3億円以上でも45.3%
となっていた．これらの結果より，取り扱っている農
畜産物によって売上高の分布が異なることが示され，
売上高1億円以上の法人割合は，水稲の42.4％から畜
産の85.3%までかなりの幅がみられる．取り扱い農畜
産物別の特徴としては，露地野菜と施設野菜は類似し
た分布を示し，畜産においては，1億円以上の法人が
顕著に高い傾向にあるといえる．また，直接比較はで
きないが，南石ら（2013）で示されている同様の農畜
産物別の売上高分布と比較すると，本稿の結果は，水
稲および露地野菜において1億〜 3億円の層において
割合が高くなっており，ビジネスサイズが拡大してい
ることが示唆された．

2．売上高と経営管理における文書化導入率
　表1は，取り扱い農畜産別の売上高と経営管理の文
書化導入率の分析結果を示したものである．導入率が
高い上位3つの項目を見てみると，すべての作目にお

いて給与明細が最も高く（水稲0.75，露地野菜0.79，
施設野菜0.84，畜産0.76），次いで，就業規則および
労働契約書の導入率が高いことが明らかとなった．そ
の一方で，すべての作目において，中長期の経営計画，
辞令，36協定締結の導入率が低いことが明らかとなっ
た．
　次いで，取り扱い農畜産物別に売上高と経営管理に
関する多重比較の分析結果について見ていく．表中に
示すアルファベットは，小文字（表中に示すaおよびb）
は5％，同大文字（表中に示すAおよびB）は10％で
統計的に有意であることを示している．このことは，
それぞれ異なる文字が記載されている箇所は取り扱い
農畜産物の売上高の規模において経営管理における文
書化導入率が統計的に異なることを示している．
　水稲に関しては，経営方針・経営戦略，組織図，辞
令，労働契約書，労働基準監督署への届出，36協定締
結の各項目において統計的に有意な差がみられた．各
項目において，1億円未満と3億円以上の法人で導入
率に大きな差異がみられた．特に，1億円未満では導
入率の低かった経営方針・経営戦略，組織図，辞令，
36協定締結においては，3億円以上の法人で2 ～ 3倍
以上の導入率となっていた．また，組織図に関しては，
1億円未満が0.35，1億円～ 3億円未満は0.57と売上
高の規模間で有意性は見られなかったが，3億円以上
になると0.91となり導入率が著しく上昇していた．

図１　農畜産物別の売上高の分布
注：n=279　各取り扱い農畜産物の法人数に対する売上高別の法人数の割合を示す．ただし，取り

扱い農畜産物は多肢選択のため，延べ選択数は406である．
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表 1　取り扱い農畜産物別の売上高と経営管理における文書化導入率
1億円未満 １～３億円未満 ３億円以上 全体

水稲
経営理念 0.38（0.49） 0.67（0.48） 0.55（0.52） 0.49（0.50） ＊＊＊

経営方針・経営戦略 0.33（0.47） A 0.50（0.51） AB 0.64（0.50） B 0.42（0.49） ＊

中長期の経営計画 0.26（0.44） 0.38（0.49） 0.55（0.52） 0.33（0.47）
単年度の経営計画 0.56（0.50） 0.57（0.50） 0.64（0.50） 0.57（0.50）
組織図 0.35（0.48） a 0.57（0.50） a 0.91（0.30） b 0.47（0.50） ＊＊＊

就業規則 0.57（0.50） 0.76（0.43） 0.73（0.47） ② 0.65（0.48） ＊

辞令（採用・昇格など） 0.22（0.42） a 0.31（0.47） ab 0.55（0.52） b 0.28（0.45） ＊

給与明細 0.68（0.47） 0.83（0.38） 0.91（0.30） ① 0.75（0.43） ＊

労働契約書 0.51（0.50） A 0.74（0.45） AB 0.82（0.40） B ③ 0.62（0.49） ＊＊

労働基準監督署への届出 0.42（0.50） a 0.60（0.50） ab 0.82（0.40） b 0.51（0.50） ＊＊

36協定締結（労働基準監督署へ届出） 0.11（0.32） A 0.21（0.42） AB 0.36（0.50） B 0.17（0.38） ＊

露地
経営理念 0.23（0.43） a 0.74（0.45） b 0.81（0.40） b 0.51（0.50） ＊＊＊

経営方針・経営戦略 0.32（0.47） a 0.55（0.50） ab 0.75（0.45） b 0.48（0.50） ＊＊＊

中長期の経営計画 0.19（0.40） a 0.34（0.48） ab 0.56（0.51） b 0.31（0.46） ＊＊

単年度の経営計画 0.60（0.50） 0.63（0.49） 0.69（0.48） 0.62（0.49）
組織図 0.32（0.47） a 0.50（0.51） a 0.81（0.40） b 0.47（0.50） ＊＊＊

就業規則 0.49（0.51） a 0.79（0.41） b 0.75（0.45） ab ③ 0.64（0.48） ＊＊＊

辞令（採用・昇格など） 0.11（0.31） a 0.37（0.49） ab 0.56（0.51） b 0.28（0.45） ＊＊＊

給与明細 0.66（0.48） a 0.92（0.27） b 0.88（0.34） ab ① 0.79（0.41） ＊＊＊

労働契約書 0.53（0.50） A 0.74（0.45） AB 0.81（0.40） B ② 0.65（0.48） ＊＊

労働基準監督署への届出 0.49（0.51） a 0.61（0.50） ab 0.81（0.40） b 0.58（0.50） ＊

36協定締結（労働基準監督署へ届出） 0.13（0.34） a 0.29（0.46） a 0.63（0.50） b 0.27（0.44） ＊＊＊

施設野菜
経営理念 0.35（0.48） a 0.63（0.49） ab 0.85（0.38） b 0.53（0.50） ＊＊＊

経営方針・経営戦略 0.33（0.47） a 0.47（0.51） ab 0.77（0.44） b 0.45（0.50） ＊＊

中長期の経営計画 0.23（0.42） a 0.41（0.50） ab 0.62（0.51） b 0.35（0.48） ＊＊

単年度の経営計画 0.50（0.51） 0.41（0.50） 0.69（0.48） 0.49（0.50）
組織図 0.30（0.46） a 0.56（0.50） ab 0.85（0.38） b 0.48（0.50） ＊＊＊

就業規則 0.55（0.50） 0.81（0.40） 0.77（0.44） ③ 0.68（0.47） ＊＊

辞令（採用・昇格など） 0.20（0.41） a 0.31（0.47） ab 0.62（0.51） b 0.31（0.46） ＊＊

給与明細 0.78（0.42） 0.88（0.34） 0.92（0.28） ① 0.84（0.37）
労働契約書 0.65（0.48） 0.75（0.44） 0.85（0.38） ② 0.72（0.45）
労働基準監督署への届出 0.55（0.50） A 0.69（0.47） AB 0.85（0.38） B 0.65（0.48）
36協定締結（労働基準監督署へ届出） 0.18（0.38） a 0.31（0.47） a 0.69（0.48） b 0.31（0.46） ＊＊＊

畜産
経営理念 0.50（0.52） 0.37（0.49） 0.56（0.50） 0.47（0.50）
経営方針・経営戦略 0.50（0.52） A 0.21（0.41） B 0.51（0.51） A 0.39（0.49） ＊＊

中長期の経営計画 0.21（0.43） 0.32（0.47） 0.30（0.46） 0.29（0.46）
単年度の経営計画 0.29（0.47） 0.55（0.50） 0.44（0.50） 0.46（0.50）
組織図 0.21（0.43） a 0.18（0.39） a 0.63（0.49） b 0.39（0.49） ＊＊＊

就業規則 0.64（0.50） ab 0.55（0.50） a 0.86（0.35） b ② 0.71（0.46） ＊＊＊

辞令（採用・昇格など） 0.14（0.36） a 0.18（0.39） ab 0.47（0.50） b 0.31（0.46） ＊＊＊

給与明細 0.64（0.50） 0.74（0.45） 0.81（0.39） ① 0.76（0.43）
労働契約書 0.57（0.51） 0.50（0.51） 0.70（0.46） ③ 0.60（0.49）
労働基準監督署への届出 0.21（0.43） a 0.39（0.50） a 0.77（0.43） b 0.54（0.50） ＊＊＊

36協定締結（労働基準監督署へ届出） 0.07（0.27） a 0.13（0.34） ab 0.37（0.49） b 0.23（0.42） ＊＊

資料：アンケート調査の結果を基に筆者作成．
注1）：分析のサンプル数は，以下の通りである。
　　　水稲（1億円未満＝72，1億～ 3億円未満＝42，3億円以上＝11），
　　　露地野菜（1億円未満＝47，1億～ 3億円未満＝38，3億円以上＝16）
　　　施設野菜（1億円未満＝40，1億～ 3億円未満＝32，3億円以上＝13）
　　　畜産（1億円未満＝14，1億～ 3億円未満＝38，3億円以上＝43）
　2）：表中の数値は各項目に対する平均値を，（ ）内の数値は標準偏差を，○内の数字は上位3位までの順番を示している．
　3）：表中，＊＊＊は1％，＊＊は5％，＊は10%で統計的に有意であることを示している．
　4）：多重比較の結果，アルファベットが異なる小文字は5％，同大文字は10％で統計的に有意であることを示している．
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　露地野菜では，単年度の経営計画を除くすべての項
目において，有意な差がみられ，売上高の規模の相違
により経営管理の文書化導入率に差異がみられること
が明らかとなった．経営理念，経営方針・経営戦略，
辞令，労働契約書，労働基準監督署への届出に関して
は，1億円未満と3億円以上の法人において，統計的
に有意な差がみられた．特に経営理念は，1億円未満
は0.23であったが，1億円～ 3億円未満になると0.74
へと導入率が高まり，3億円以上になると0.81となっ
ていた．
　施設野菜については，経営理念，経営方針・経営戦
略，中長期の計画，組織図，辞令，労働基準監督署へ
の届出，36協定締結の各項目において統計的に有意な
差がみられた．36協定締結を除くすべての項目におい
て，1億円未満と3億円以上の法人の間で導入率に有
意な差がみられた．特に，経営理念に関しては，1億
円未満が0.35であったが3億円以上になると0.85へ
と導入率が上昇していた．また，組織図に関しても1
億円未満が0.30であったが3億円以上になると0.85
へと上昇していた．
　最後に，畜産を見てみると，経営方針・経営戦略，
組織図，就業規則，辞令，労働基準監督署への届出，
36協定締結において統計的に有意な差がみられた．そ
の中でも，経営方針・経営戦略に関しては，1億円未
満および3億円以上の法人と1億～ 3億円未満の法人
の導入率に有意な差がみられた．この点に関しては，
上述した傾向と異なるものであるが，本アンケート調
査の結果からでは，これ以上のことを明らかにするこ
とはできないため，今後さらに詳しい検討が必要であ
るといえる．
　以上，売上高の規模と経営管理の文書化導入率に関
しては，売上高の規模が大きくなるほど，導入率が高
くなる傾向が示された．このことは，売上高の規模が
大きい法人の経営者は，経営者としての経営意識が高
く，相対的に組織の経営管理体制が確立されているこ
とを示唆している．

3．売上高目標と経営管理における文書化導入率
　前節では，売上高が1億円，1億円～ 3億円未満，3
億円以上と高くなるにつれて，経営管理の文書化導入
率も高くなっていることが明らかになった．ここで1
億円の数値は「2010年世界農林業センサス」において，
経営体数が減少から増加に転じる層でもあった．そこ
で本節では，前節において文書化導入率の低かった売
上高1億円未満の農業法人経営を対象とし10年後の売

上高目標と経営管理の文書化導入率との関係を明らか
にする．これらの関係を明らかにすることで，将来，
経営発展を目指す経営が改善および導入を検討すべき
諸項目が析出されると考える．ただし，サンプル数が
少なくなるため，上述したような農畜産物別の特徴を
把握することは困難である．そこで本稿では，対象法
人全体での傾向を明らかにすることとする．分析の結
果は図2に示す通りである．
　全体的な傾向として，10年後の売上目標を3倍以上
と設定している法人ほど，経営管理の文書化導入率が
高いことが示された．そのなかでも，単年度の経営計
画，就業規則，給与明細，労働契約書，労働基準監督
署への届出においては，導入率が60％を超えていた．
また，10年後の売上高の成長を見込んでいる法人の傾
向を見てみると，経営理念では1 ～ 2倍は30.8％で
あったが3倍以上になると57.9％へ，単年度の経営計
画に関しても同様に40.4％から73.7％へ，労働基準監
督署への届出も34.6％から60.5％へと，それぞれ大幅
に導入率が上昇していた．これらの結果は，先に示し
た3億円以上の経営と同様に，経営者としての意識が
高く，法人内の経営管理体制が確立されていることが
結果に結びついたと考えられる．

４．売上高と経営者意識
　表2は，取り扱い農畜産別の売上高と経営における

「強み」と「弱み」（経営者意識）に関する結果を示し
たものである．表中に示すアルファベットは，表1と
同様に，小文字（表中に示すaおよびb）は5％，同大
文字（表中に示すAおよびB）は10％で統計的に有意
であることを示している．
　競合他社と比較して自社の「強み」と「弱み」を自
己評価してもらった経営者意識を作目別に見てみる
と，すべての作目において，取引先・地域の信頼・ブ
ランドの項目が最も評価が高く，強みと感じているこ
とが明らかとなった（水稲：3.63，露地野菜：3.78，
施設野菜：3.82，畜産：4.07）．それ以降の項目を見
てみると，水稲では，生産・加工技術（3.39），社長
のリーダーシップ・実行力（3.36），露地野菜では，
経営理念・ビジョン（3.46），社長のリーダーシップ・
実行力（3.47），施設野菜は，生産・加工技術（3.65），
経営理念・ビジョン（3.51），畜産では，生産・加工
技術（3.74），生産管理・経営管理（3.38）の順で高
くなっていた．その一方で，新商品開発・新技術開発，
ICT活用力・情報マネジメント，人材育成など，近年，
注目されている諸項目に関しては，相対的に競合他社
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と比べて自己評価が低い傾向であることが示された．
このことは，これらの課題に対していかに対応を図り，
強みに変えていくかが，経営の継続に重要であること
を示唆する結果であるといえる．
　次いで，取り扱い農畜産物別に売上高と経営者意識
に関する分析結果について見ていく．水稲に関しては，
取引先・地域の信頼ブランドにおいてのみ，売上高の
規模間で統計的に有意な差がみられた．1億円未満で
は3.46，1億円～ 3億円未満は3.70と売上高の規模間
で有意性は見られなかったが，3億円以上になると4.36
へと評価が高まっており，3億円未満の規模層との間
に有意な差がみられた．こうした法人では，水稲作以
外にも加工品の販売を行っているケースが考えられ，
そうした場合，取引先・地域の信頼・ブランドは極め
て重要な要素となってくるといえる．
　露地野菜では，生産・加工技術，財務体質，新商品
開発・新技術開発，ICT活用力・情報マネジメントを
除くすべての項目で有意性が認められた．有意性が認
められた項目においては，売上高の規模が大きくなる
につれて各項目の自己評価が高くなるとともに，1億
円未満と3億円以上の規模間で意識の差がみられた．
露地野菜では，売上高の規模間において，販売・マー
ケティング，経営戦略・ビジネスモデル，経営理念・
ビジョン，社長のリーダーシップ・実行力と，他の作
目には見られない項目において有意差が示された．露
地野菜の生産においては，天候等のリスク管理や出口

の販売先の確保，そのためのマーケティング活動，生
産管理・経営管理が重要であり，取引先・地域の信
頼・ブランドの形成等がそれらを担保すると考える．
また，これらの取組みを円滑に進めていくためには，
経営戦略・ビジネスモデル，経営理念・ビジョン，社
長のリーダーシップ・実行力等の要素が重要であり，
これらが有機的連携を図りつつ経営の展開が図られて
きたことを示唆する結果であるといえる．しかし，こ
れらの関連性は必ずしも明瞭とはいえず，今後，更な
る検討が必要である．
　施設野菜においては，生産管理・経営管理，財務体
質，取引先・地域の信用・ブランド，リスク管理，
ICT活用力・情報マネジメント，人材育成の各項目に
おいて，統計的に有意な差がみられ，1億円未満の規
模層に比べ3億円以上の規模層で高い評価をしている
ことが明らかとなった．特に，生産管理・経営管理に
関しては，1億円未満が3.25，1億円～ 3億円未満は
3.32であったが，3億円以上になると4.00と評価が高
まっていた．また，作目全体での評価が低かったICT
活用力・情報マネジメントに関しては，1億円～ 3億
円未満は2.48と低かったが，3億円以上になると3.31
と評価が高まっていた．人材育成に関しても同様に，
1億円～ 3億円未満は2.69であったが，3億円以上に
なると評価が高まっていた（3.31）．これらの結果より，
3億円以上の法人においては，ICT の利活用や人材育
成によって，生産管理・経営管理を進め，財務体質の

図２　10年後の売上目標と経営管理における文書化導入率
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表 2　取り扱い農畜産物別の売上高と経営における「強み」と「弱み」
1億円未満 １～３億円未満 ３億円以上 全体

水稲
生産・加工技術 3.39（0.89） 3.33（1.03） 3.55（1.04） ② 3.39（0.95）
販売・マーケティング 2.77（1.11） 3.23（0.89） 3.27（1.01） 2.97（1.05） ＊

生産管理・経営管理 3.13（0.88） 3.26（0.82） 3.45（0.69） 3.20（0.84）
財務体質 3.09（1.06） 3.05（1.11） 3.18（0.98） 3.08（1.06）
取引先・地域の信頼・ブランド 3.46（0.87） a 3.70（0.94） a 4.36（0.50） b ① 3.63（0.90） ＊＊＊

新商品開発・新技術開発 2.41（1.05） 2.73（0.99） 2.91（0.94） 2.56（1.03）
リスク管理 2.74（0.89） 2.93（0.86） 3.00（0.45） 2.82（0.85）
ICT 活用力・情報マネジメント 2.49（1.08） 2.66（1.07） 3.00（0.77） 2.60（1.05）
人材育成 2.78（0.99） 3.03（0.77） 2.64（0.81） 2.85（0.91）
経営戦略・ビジネスモデル 2.80（1.00） 3.15（1.16） 3.18（0.60） 2.96（1.04）
経営理念・ビジョン 3.17（0.91） 3.44（0.97） 3.36（0.67） 3.28（0.91）
社長のリーダーシップ・実行力 3.29（0.91） 3.50（0.85） 3.27（1.01） ③ 3.36（0.90）

露地
生産・加工技術 3.19（1.06） 3.57（0.95） 3.63（1.09） 3.41（1.03）
販売・マーケティング 2.89（1.15） A 3.36（0.83） AB 3.50（0.73） B 3.17（1.00） ＊＊

生産管理・経営管理 2.93（0.85） a 3.33（0.86） ab 3.75（0.58） b 3.21（0.86） ＊＊＊

財務体質 2.91（1.07） 3.00（1.20） 3.31（1.14） 3.01（1.13）
取引先・地域の信頼・ブランド 3.48（1.11） a 3.92（0.68） ab 4.31（0.60） b ① 3.78（0.94） ＊＊＊

新商品開発・新技術開発 2.56（1.18） 2.75（1.08） 2.93（1.10） 2.69（1.13）
リスク管理 2.58（0.93） a 2.83（0.79） ab 3.19（0.75） b 2.78（0.87） ＊

ICT 活用力・情報マネジメント 2.46（1.00） 2.71（1.12） 3.00（1.15） 2.65（1.08）
人材育成 2.55（0.95） A 2.86（0.95） AB 3.13（0.81） B 2.76（0.94） ＊

経営戦略・ビジネスモデル 2.74（1.04） a 3.11（1.08） ab 3.56（0.63） b 3.02（1.03） ＊＊

経営理念・ビジョン 3.26（1.04） a 3.51（0.85） ab 3.88（0.72） b ② 3.46（0.94） ＊

社長のリーダーシップ・実行力 3.32（0.91） A 3.50（0.97） AB 3.87（0.83） B ③ 3.47（0.93）
施設野菜

生産・加工技術 3.76（1.00） 3.42（1.09） 3.85（1.21） ② 3.65（1.07）
販売・マーケティング 3.46（1.10） 3.31（1.03） 3.77（0.73） 3.45（1.02）
生産管理・経営管理 3.25（0.78） a 3.32（0.98） a 4.00（0.71） b 3.39（0.88） ＊＊

財務体質 3.05（1.10） AB 2.77（1.26） A 3.54（1.13） B 3.02（1.18）
取引先・地域の信頼・ブランド 3.74（0.97） a 3.66（0.79） a 4.46（0.52） b ① 3.82（0.88） ＊＊

新商品開発・新技術開発 2.89（1.23） 2.84（0.88） 3.17（1.03） 2.91（1.07）
リスク管理 2.68（0.90） a 2.81（0.74） ab 3.38（0.77） b 2.84（0.85） ＊＊

ICT 活用力・情報マネジメント 2.69（0.92） ab 2.48（0.93） a 3.31（1.38） b 2.71（1.03） ＊

人材育成 2.77（0.96） AB 2.69（1.03） A 3.31（0.85） B 2.82（0.98）
経営戦略・ビジネスモデル 3.05（1.04） 3.10（1.19） 3.69（0.75） 3.17（1.08）
経営理念・ビジョン 3.39（1.05） 3.45（0.96） 4.00（0.82） ③ 3.51（1.00）
社長のリーダーシップ・実行力 3.49（0.91） 3.34（1.04） 3.85（0.80） 3.49（0.95）

畜産
生産・加工技術 3.80（0.79） 3.48（1.05） 3.89（0.74） ② 3.74（0.87）
販売・マーケティング 3.20（1.03） 3.36（0.95） 3.24（0.89） 3.28（0.92）
生産管理・経営管理 3.20（1.14） 3.20（0.87） 3.54（0.61） ③ 3.38（0.80）
財務体質 2.90（1.10） a 2.68（0.95） a 3.68（0.82） b 3.22（1.01） ＊＊＊

取引先・地域の信頼・ブランド 4.00（0.47） AB 3.84（0.85） A 4.24（0.56） B ① 4.07（0.68） ＊＊

新商品開発・新技術開発 3.40（1.07） 2.84（1.18） 2.95（0.85） 2.97（1.01）
リスク管理 2.50（0.97） A 2.68（0.75） AB 3.14（0.71） B 2.89（0.80） ＊＊

ICT 活用力・情報マネジメント 2.40（1.17） 2.72（1.06） 2.92（0.92） 2.78（1.01）
人材育成 2.70（0.67） 2.68（1.07） 2.89（0.77） 2.79（0.87）
経営戦略・ビジネスモデル 2.70（1.16） 2.96（0.93） 3.03（0.76） 2.96（0.88）
経営理念・ビジョン 3.10（1.29） 3.12（1.01） 3.43（0.80） 3.28（0.95）
社長のリーダーシップ・実行力 3.10（0.88） 3.16（1.14） 3.41（0.93） 3.28（1.00）
資料：アンケート調査の結果を基に筆者作成．
注1）：分析のサンプル数は，以下の通りである。
　　　水稲（1億円未満＝72，1億～ 3億円未満＝42，3億円以上＝11），
　　　露地野菜（1億円未満＝47，1億～ 3億円未満＝38，3億円以上＝16）
　　　施設野菜（1億円未満＝40，1億～ 3億円未満＝32，3億円以上＝13）
　　　畜産（1億円未満＝14，1億～ 3億円未満＝38，3億円以上＝43）
　2）：表中の数値は各項目に対する平均値を，（ ）内の数値は標準偏差を，○内の数字は上位3位までの順番を示している．
　3）：表中，＊＊＊は1％，＊＊は5％，＊は10%で統計的に有意であることを示している．
　4）：多重比較の結果，アルファベットが異なる小文字は5％，同大文字は10％で統計的に有意であることを示している．
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強化およびリスク管理を図ってきたことが示唆され
る．
　最後，畜産においては，財務体質，取引先・地域の
信頼・ブランド，リスク管理に関して有意な差がみら
れた．財務体質に関しては，1億円未満は2.90，1億
～ 3億円未満は2.68であり，3億円以上では3.68と有
意な差がみられた．畜産の生産では，図1で示したよ
うに売上高が数億円あるいは10億円以上となる法人の
割合が高く，設備・運転資金等は億円単位の規模にな
ることが予想される．そうした場合，鈴木（2010）が
指摘しているように，資金規模的に農協のみでは対応
することが難しくなり，地銀，都銀へとシフトし，複
数の機関からの借り入れが必要となってくると思われ
る．そのため，財務体質の健全化が重要であるといえ，
これらに強みを持っている法人において売上高規模が
大きくなっていることが示唆された．また，リスク管
理では，1億円未満が2.50，1億～ 3億円未満は2.68，
3億円以上が3.14となっており，1億円未満と3億円
以上の規模層において有意な差がみられた．家畜生産
では，家畜の疾病に伴うリスクや飼料価格の高騰など，
様々なリスクが考えられるが，自らで対応できること
は，伝染病や疾病などの未然防止に資する飼養管理を
行うことである．特に3億円以上の売上高規模の法人
では，そうした飼養管理システムが構築されてきたこ
とが結果に影響したと考える．

５．事業展開と経営者意識
　以上の分析より，農業法人経営における経営規模（売
上高・売上高目標）と経営管理および経営者意識との
関係を明らかにしてきた．今後の経営規模の拡大には，
既存生産部門の規模拡大とともに，事業多角化が重要
な戦略となることを南石ら（2013）は指摘している．
そこで，以下では，事業多角化として，近年注目が集
まっている6次産業化事業に着目し，その取組みと経
営者意識との関係を明らかにする．
　図3は，取り扱い農畜産物と6次産業化事業の関係
を示したものである．農畜産物の加工（食品製造など）
においては，水稲，露地野菜，施設野菜で取組み割合
が27％強となっていたが，畜産は17.9％と他の作目よ
り低くなっていた．直接販売（直売所・小売店の運営・
ネット販売など）は最も取組み割合が高かった．その
割 合 を 見 て み る と， 水 稲 は47.2 ％， 露 地 野 菜 で
46.5％，施設野菜で57.6％となっていたが，畜産は
24.2％となっていた．その他，飲食（レストラン・カ
フェなど）および観光農園（体験型農場・農業研修・
農村交流施設など）への取組みは，10％前後と相対的
に低い割合であった．
　表3は，取組んでいる6次産業化事業と経営におけ
る「強み」と「弱み」（経営者意識）の結果を示した
ものである．農畜産物の加工に関しては，取組んでい
る法人において，販売・マーケティングおよび新商品
開発・新技術開発に強みを持っていることが明らかと

図3　取り扱い農畜産物別にみた6次産業化事業の取組み状況
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なった．また，直接販売に関しては，販売・マーケティ
ングに強みを持っていることが明らかとなった．これ
らの取組みは，今後，消費者動向を含めた市場ニーズ
の把握がより重要となってくる事業であるといえる 3．
特に，農畜産物の加工に関しては，消費者ニーズの把
握に対応した新商品の開発および技術開発の能力を有
していなければ取組むことが難しいことを，この結果
は示していると考える．また，飲食に関しては，情報
発信による顧客集客が重要となっており，近年では，
SNSなどにおける情報コンテンツの良否が顧客獲得に
大きく影響している．そのため，飲食に取組んでいる
法人は，ICT活用力や情報マネジメントを強みとして
評価していたことが示唆される．観光農園に関しては，
取組んでいる法人は，経営戦略・ビジネスモデル，経
営理念・ビジョンに強みを感じていた．こうした取組
は，日常的なものというよりは，特別な時に体験する
非日常的なものであると思われ，消費者が共感できる
空間の提供，コンセプト作りが重要な要素となってく
るといえる．そのため，観光農園に取組んでいる法人
は，経営理念やビジョンが明確化されているとともに，
経営戦略やビジネスモデルが具体化されているなかで
事業展開が継続的に図られており，そのことを強みと
して評価していたことが結果に結びついたと考える．

お  わ  り  に
　
　本稿では，独自のアンケート調査の結果を用いて，
農業法人経営における経営管理の文書化導入率および
事業展開に関する実態と経営者意識を明らかにし，経
営規模との関係について検討してきた．分析の結果，
以下の点が明らかになった．
　第一に，売上高と取り扱い農畜産物の関係について
分析を行った結果，取り扱い農畜産物によって売上高
の分布が異なることが明らかとなった．特に畜産にお
いては他の作目と比べ，1億円以上の法人割合が高い
ことが示された．
　第二に，取り扱い農畜産物別の売上高と経営管理と
の関係では，売上高の規模が大きくなるほど，経営管
理の文書化導入率が高くなる傾向が示された．このこ
とより，売上高規模の大きい法人は，経営者自身の経
営意識が高く，組織内部の経営管理体制が確立されて
いる法人であることが考えられた．
　第三に，売上高目標と経営管理との関係を分析した

結果，10年後の売上目標を3倍以上と設定している法
人ほど，経営管理の文書化導入率が高いことが示され
た．そのなかでも，単年度の経営計画，就業規則，給
与明細，労働契約書，労働基準監督署への届出におい
ては，導入率が60％を超える導入率であった．
　第四に，取り扱い農畜産物別の売上高と経営者意識
に関する分析の結果，どの作目において自法人の強み
として認識している項目は取引先・地域の信頼・ブラ
ンドであることが明らかとなった．また，売上高の規
模が大きくなるにつれて，強みと評価する意識も相対
的に高くなる傾向がみられた．
　第五に，事業展開と経営者意識との関係では，直接
販売に取組む法人が相対的に多く，飲食および観光農
園への取組みの割合は低かった．また，経営者意識と
の関係を見てみると，各事業に取組んでいる法人では，
それぞれの事業に対して重要となる要素に強みを持っ
ていることが明らかとなった．

要　　　　　約
　
　本稿では，全国アンケート調査にもとづいて，農業
法人経営における事業展開，経営管理および経営者意
識の関係を明らかにした．分析の結果，第一に，農畜
産物別の売上高の分布に相違がみられることを明らか
にした．第二に，農畜産物別の売上高が高い法人ほど，
経営管理における文書化導入率が高いことを明らかに
した．最後に，取り扱っている農畜産物の違いにより，
経営における「強み」・「弱み」が異なることを明らか
にした．

キ ー ワ ー ド
　 
　多重比較，経営規模，売上高目標
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